別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：医務費　　　目：医療整備対策費
	事業名: 小児救急医師確保調整事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：６７０千円（前年度予算額：６７０千円）

	事業内容


	１　事業の内容


小児救急医療体制の確保に必要な事項についての調整等を行うため、小児科医を含む地域の小児救急医療関係者からなる協議会を、２次医療圏域（５か所）及び県域において設置し、県内の小児救急医療体制の確保を図る。
	２　所要経費


（1） 協議会開催経費

・報償費（委員謝金）　　　　　　　　４０１千円
・費用弁償（委員旅費、業務旅費）　　２０５千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　２４千円
・会議費　　　　　　　　　　　　　　　２３千円
・役務費（通信運搬費）　　　　　　　　１７千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する

・周産期医療や小児救急医療などの分野において、地域の医療機関、医療関係者の協
力体制を強化し、専門医療機関や専門医を支援する

・救急医療の現状や医療機関の役割分担、小児の病気等に関する基礎知識の普及啓発
により、特定の病院への時間外受診の集中を緩和する

	２　これまでの取組状況


小児科医師の地域偏在などの問題により、地域の小児救急医療体制の確保が困難となるなかで、限られた小児救急医療資源を有効に配分し、地域の実情に応じた効率的な医療提供体制を整備するために、地域の医療資源の集約化・重点化などの諸課題について、各医療圏と県において小児救急医療関係者が協議する小児救急医療協議会を平成17年度から開催している。
	３　これまでの取組に対する評価


地域の開業医が、中核病院の時間外小児救急診療を支援するため、病院内で軽症小児救急患者の診療に当番であたる「小児初期救急センター」の開設、入院を要する小児の重症救急患者を24時間体制で必ず受け入れる「小児救急拠点病院」の全圏域設置、小児救急電話相談事業の拡大など、総合的な小児救急医療対策を円滑に推進するにあたり、関係者の検討・協議の場である協議会を活用している。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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